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秋田県内におけるCNP形成計画策定に向けて

○秋⽥県内の重要港湾である秋⽥港、船川港及び能代港について、国⼟交通省港湾局により⽰された「カーボンニュートラル
ポート（ＣＮＰ）形成計画」策定マニュアルを参照しつつ所要の検討を⾏い、港湾ごとのＣＮＰ形成計画を策定する。

○港湾ごとのＣＮＰ形成計画策定を基本とするが、各港連携の観点も視野に入れながら検討を進めることとする。
○検討期間は、令和４年度及び令和５年度の２ヶ年とする。

※「カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）形成計画」策定マニュアルより抜粋

【令和５年度】
具体的な取り組みの検討やロード
マップの作成などを⾏い、それらを取り
まとめたＣＮＰ形成計画を策定する。

【令和４年度】　
港湾及び臨海部における温室効果
ガス排出量の推計や、その削減⽬
標及び削減計画を設定する。
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秋田県ＣＮＰ協議会及び部会について

秋田県ＣＮＰ協議会 組織図

秋田県
ＣＮＰ
協議会

秋田港部会

船川港部会

能代港部会

○秋⽥県全体を俯瞰する「協議会」と、港湾ごとの特性を踏まえた意⾒交換を⾏う「部会」を設置し、検討を進める。

〇秋田港の役割
 ・国際海上コンテナ取扱機能（中国、韓国等）
 ・フェリー輸送機能（北海道、北陸との内航フェリー）
 ・⽇本海側における物流拠点港
 ・クルーズ船受入による観光振興
 ・洋上⾵⼒発電の基地港湾　

〇船川港の役割
 ・男⿅地域の物流港
 ・国家石油備蓄基地
 ・基地港湾の補完港

〇能代港の役割
 ・⼤規模な⽕⼒発電所が⽴地するなど、県北部のエネルギー拠点
 ・洋上⾵⼒発電の基地港湾
 ・近隣にCCSのポテンシャルあり　　　
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想定されるアウトプット案①

・石狩市では、2023年に運転開始となる石狩湾新港洋上⾵⼒発電所から発⽣する余剰電⼒を
　活⽤した⽔素製造（地産）並びに地元地域での⽔素利⽤（地消）について検討を開始。

〈再生可能エネルギー由来電力の地産地消について〉

洋上風力発電の余剰電力の水素化について

※「NEDO水素・燃料電池成果報告会2022」資料抜粋



4

想定されるアウトプット案②

・将来のエネルギートレンドを⾒据え、洋上⾵⼒発電由来の電気を活⽤した洋上⾵⼒発電オンサイトで
の海⽔⽔分解による⽔素製造・重点・海上輸送・貯蔵・地産地消の事業実証に向けた検討を実施。
・今後国内外での⽔素実証事業の経験を有する協⼒企業とともに、補助⾦の適⽤可否、資⾦調達の
可能性を含む実証事業の実現性の評価に取り組む。
・再⽣可能エネルギー資源が豊富で⽔素社会の実現に積極的な地域を実証フィールドとして活⽤し、
⽔素の先進地として⽔素関連産業の育成にも貢献していく。

〈再生可能エネルギー由来電力の地産地消について〉

洋上風力発電の余剰電力の水素化について

※三菱洋上風力㈱より
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想定されるアウトプット案③

※東北地方整備局資料より
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想定されるアウトプット案④

〈石炭火力の脱炭素化〉

能代火力発電所におけるブラックペレット混焼の実証について

・現在、能代⽕⼒発電所では⽊質チップ（バイオマス燃料）の混焼を⾏っている。
・⽊質チップよりも高い熱エネルギーを有するブラックペレット※の混焼や原料製造の実証に取り組んでいる。
　※ブラックペレット︓⽊材を加熱して半炭化させたバイオマス燃料
・石炭⽕⼒の脱炭素化に向けてアンモニア混焼についての事業性評価等を⾏っていく⽅針。

※東北電力㈱HPより
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アンケート調査の実施について R4.10.19時点

区分 調査概要

調査趣旨 エネルギー使⽤量やCO2排出量等の事業活動、エネルギー転換及び脱炭素化に向けた⽔
素・燃料アンモニア等の利活⽤促進等の取組に関する状況把握を⽬的とする。

アンケート調査の対象企業 対象範囲（港湾計画において⼟地利⽤を定めている範囲及び、隣接する都市計画上の⼯
業専⽤地域、⼯業地域）に⽴地する電気・ガス・熱供給・⽔道業、製造業、運輸業、卸売
業等を対象に調査を実施する。
・アンケート調査︓調査企業数について精査中

調査事項 ・事業活動の状況
・エネルギー転換及び脱炭素化に向けた取組の⽅向性
・電⼒使⽤量、電⼒調達⽅法
・燃料使⽤量、燃料調達⽅法
・CO2排出量（原則2021年）、排出量の削減⽬標（具体の削減率など）
・⽔素・燃料アンモニア等の利⽤実績値、将来利⽤想定量、港湾の利⽤状況　他

調査結果の用途 ・CO2排出量の推計
・CO2削減計画の策定
・次世代エネルギー（⽔素、アンモニア）需要量の推計
・次世代エネルギーの供給計画策定の前提条件

調査実施時期 ・10⽉下旬〜11⽉上旬

○構成員等に対しアンケート調査を実施し、最新の各社の事業活動、脱炭素に向けた戦略・⽅針・取組等を把握する。
○アンケート調査に加えて、必要に応じてヒアリング調査も実施する。
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令和４年度スケジュール（案）

10月 11月 12月 1月 2月 3月

　　　　協議会

　　　　　部会

温室効果ガスの推計

温室効果ガスの削減⽬標
及び削減計画の策定

事業者へアンケート及びヒアリング調査等により推計

第２回（2月上旬）

第２回（1月中旬）

・基礎資料の中間報告
・関係者からの情報共有

・基礎資料の最終報告
・関係者からの情報共有

・国土交通省からの基調講演
・秋田県におけるカーボンニュートラルの進め方
・秋田県におけるCNP形成計画策定に向けた進め方

第１回（11月中旬）

・各港の基礎資料の報告
・関係者からの情報提供

第１回（10/19）

R4.10.19時点

※日程等については現在調整中　

2030年度及び2050年度における削減目標・計画を策定


